
背 景

○ 近年、台風等による豪雨や大規模な地震により、農業用ため池が被災するケー
スが多発。

○ 農業用ため池は、江戸時代以前に築造された施設が多く、
・権利者の世代交代が進み、権利関係が不明確かつ複雑

・離農や高齢化により利用者を主体とする管理組織が弱体化し、
日常の維持管理が適正に行われないおそれ

⇒ 施設の所有者、管理者や行政機関の役割分担を明らかにし、農業用ため池の
適正な管理及び保全が行われる体制を早急に整備する必要がある。

法律案の概要

農業用ため池の管理及び保全に関する法律案の概要

公布日から起算して３月以内で政令で定める日

施行期日

○ 所有者等による都道府県への届出を義務付け（第４条第１項、第２項、附則第２条）

○ 都道府県によるデータベースの整備、公表（第４条第３項）

○ 所有者等による適正管理の努力義務（第５条）

○ 適正な管理が行われていない場合の都道府県の勧告（第６条）

○ 都道府県等による立入調査（第18条）

（１）特定農業用ため池の指定
○ 都道府県は、決壊した場合に周辺地域に被害を及ぼすおそれがある

農業用ため池を「特定農業用ため池」として指定 （第７条）

○ 形状変更行為の制限（許可制） （第８条）

○ 市町村によるハザードマップ等の作成 （第12条）

（２）防災工事 （第９条～第11条）

○ 所有者等による防災工事（改良・廃止）の計画届出

○ 都道府県による防災工事の施行命令、代執行

（３）保全管理体制 （第13条～第17条）

○ 所有者不明で、適正な管理が困難な特定農業用ため池
について、市町村が管理権を取得できる制度を創設

特定農業用ため池

【防災工事（堤体の補強）】

【保全管理】

（附則第１条）
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